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１．関連施策事例  



グリーンディール 

4 （出典） UK Department of Energy and Climate Change 

•英国が2012年に開始する予定の施策であり、住宅や企業が有する不動産の省エネを後押しするスキーム。 
•生活者は先行投資なしで省エネ機器を導入でき、機器の導入コストは光熱費の削減分で埋め合わされる。 
•省エネ機器はGreen Deal Providerと呼ばれる民間企業によって提供される。 
•設備導入後はGreen Deal費用が光熱費に加算されたものが生活者に請求され、エネルギー会社が料金を徴収。 
•徴収した料金のなかで、Green Dealの追加費用部分がGreen Deal Providerに提供される。 
•住宅やオフィスの省エネを全体のパッケージとして評価できること、民間の資金と知恵を活用できることが強み 
 
 

1. 光熱費の削減効果のほうが、請求書に積み上げられる
Green Deal費用以上である必要がある（黄金律） 

2. 政府が承認した省エネ手法を用いる必要があり、光熱費
の削減効果も認証されなければならない。 

3. 当該不動産に導入される設備は、認証を受けた客観的な
アドバイザーによって評価され、推奨されたものでなけれ
ばならない。 

4. 設備の導入は認証を受けた導入業者が行う必要がある。 
5. 家庭への導入にあたっては、Green Deal 供給者は

Consumer Credit Actに基づいて適切なアドバイスを提供し、
申込者の個別の状況を踏まえる必要がある。 

6. Green Deal供給者は関係機関（現在のエネルギー費用の
支払い主体など）から明確な同意を得なければならない 

7. Green Dealを導入している事実は新たな光熱費の支払い

主体に対しても適切に開示しなければならない（新しい
オーナー、テナントなど） 

8. エネルギー供給者はGreen Deal費用を、既存の光熱費徴

収の規制に従って徴収しなければならない。また、光熱費
が払えない生活者などに対しても適切に対応しなければ
ならない。 

政府：フレームワークの提供、事業者の承認など 

Green Deal 供給者 生活者 エネルギー会社 

評価の依頼 
認証を受けたアドバイ

ザによる評価 

Green Deal 供給者によ
るパッケージ提案 Green Deal実施 

の合意 

関係者間の合意形成、
契約締結 認証を受けた導入事業

者が機器を導入 

エネルギー供給事業者
への連絡・登録 Green Deal費用上乗

せ光熱費の請求 
Green Dealが上乗せ
された高熱費支払 

Green Deal費用の送
金 

Green Deal費用の受
取 

他のGreen Deal
供給者の検討 

合意に 
至らず 

低炭素消費の 
活性化 



ホワイト証書 

5 
（出典） White Certificates: concept and market experiences, 

EuroWhiteCert Project, ITALY 

•再エネ発電量の義務づけ及び取引を行うRPS制度と類似した政策であり、省エネによるエネルギー削減量の取引を行うもの。 
•政府はエネルギー供給会社に対して、顧客である家庭部門や業務部門の省エネ目標の達成を義務付け、エネルギー事業
者は目標を達成するために、独自の取り組み（生活者への情報提供やインセンティブの導入等）を実施。 
•政府は、エネルギー効率向上対策によってエネルギーが節約されたことを証明する証書を発行。発行された証書は市場で取
引が可能。 
•民間の知恵と工夫、資金が活用できることが強み 
•既に英国、イタリア、フランスで導入済み。 

EU各国のホワイト証書政策比較 
イタリアのＴＥＥ（エネルギー効率証書＝ホワイト証書）の 

マーケットトレンド 

（出典） The Italian experience White certificates in electricity and gas, 
A regulatory view, A. Lorenzoni,2008 

国 
ターゲットと 
期限 

年間需要の 
うちの割合 

デンマーク 
7.5PJ／年、
2006－13年 

1.7%（年末） 

フランス 
全体194PJ 
2006-08 

1%（平均） 

イギリス 
全体468PJ 
2005-08 

1%（平均） 
 

イタリア 
全体230PJ 
2005-09 

0.5%（平均） 
 

オランダ 
全体65PJ 
2020 

1.8%（年末） 

価格 

取引高 

低炭素消費の 
活性化 

PJ＝1015J 



炭素への価格付け 

•我が国の環境関連税制による税収は対GDP比でみると、欧米などと比較して相対的に低い。 

•炭素への価格付けは低炭素型製品・システムの価格競争力を高める。さらに企業の低炭素型プロセスイノベーションも促進
すると期待される。 

•ただし、急激な導入は特定の業種に甚大な影響を及ぼす可能性。長期的な価格付けのロードマップを明確に提示し、企業が
それに向けて準備・適応するだけの時間を確保することが重要。 
•環境税の税収を低炭素企業に対する税制優遇や低炭素システムの消費活性化に充てることも有効 
 

（出典）KPMG 「KPMG’s Corporate and Indirect Tax Survey 2010」 
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エコプレミアムと製造・販売禁止 
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•高効率機器のさらなる開発・普及を促進するため、優れた低炭素製品を強力に後押しするエコプレミアム制度導入 
•具体的には官公庁等における調達時のエコプレミアム製品の利用義務付け。 
•省エネ基準を超えるエコプレミアムと白熱電球や従来型電気暖房器具、フロン使用製品の製造販売禁止 
 

機器のエネルギー効率 

製
品
数

 

機器のエネルギー効率 

製
品
数

 

エコプレミアム 
官公庁等において優れた省エネ製品
の採用を義務付けるなど、優れた低
炭素製品を徹底的に優遇 
企業の開発意欲を活性化。 

製造・販売・輸入禁止（MEPS） 
最低エネルギー効率基準を満たさない
製品の製造・販売・輸入を原則禁止。
海外では欧州、米国、中国、韓国、
オーストラリアなどで普及。 

低炭素消費の 
活性化 



製造・販売禁止施策の導入状況 
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•韓国、米国、欧州、中国ではすでに一定の水準を満たさない機器の輸入・製造・販売などを禁止。 
•IEAのEnergy Efficiency Policyではエネルギー効率の最低基準を設けることを推奨しており、家庭用としては、照明や待機電力、
家庭用エンターテイメント機器やICT、電気温水器などへの導入を推奨。業務、産業用としては、モータ、配電変圧器、業務用
冷蔵棚、自動販売機、製氷機、給水器、エアコン・チラー（水冷却装置）、HIDランプ、街灯、信号などへの適用可能性を指摘。 

国 対象製品 概要 

欧州 12製品 待機電力、街灯、オフィス・家庭用照明、電気モータ、サーキュレータ、冷蔵庫、TV、食洗機、洗

濯機、扇風機等についてラベルを付与し、ラベルの最低水準に満たない製品は欧州での販売
が禁止される。 

米国 40製品 モータ、冷蔵庫など40製品を対象に、最低限のエネルギー効率水準を満たさない製品の製造・
販売を禁止するもの。モータの場合、これらの規則を破れば110ドルの罰金が科せられる。 

韓国 32製品 韓国では家電製品等（2010年時点で22品目）に対してエネルギー効率のラベリングを実施。エ
ネルギー効率の水準に応じて5段階に分類されるが、最低限のエネルギー効率水準（MEPS）を
満たさない機器の製造・販売は禁止されている。実際、2010年には9社・10モデルの冷蔵庫を
はじめ、複数の機器が、同水準を満たさないとして販売を禁止となっている。 

中国 14製品 冷蔵庫、エアコン、蛍光灯、三相モータなどについて、一定のエネルギー効率水準を満たさな
い製品の販売を禁止。また、白熱灯については2016年までに15W以上の白熱灯の輸入・販売
を禁止するロードマップを発表している。 

1) Ministry of Knowledge Economy, Korea Energy Management Corporation “Korea’s Energy Standards & Labeling 
2) 中央日報報道資料 （2010年3月10日） 
3) www.eere.energy.gov/buildings/appliance_standards 
4) UNDP China  http://www.undp.org.cn/modules.php?op=modload&name=News&file=article&catid=14&topic=33&sid=44717&mode=nocomments&order=0&thold=0 

低炭素消費の 
活性化 

http://www.eere.energy.gov/buildings/appliance_standards


    製造・販売禁止施策の導入プロセス 
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•エコデザインに関する環境規制であるEuP（Directive on Eco-Design of Energy-using Products）が2009年2月から本格始動。EU
環境指令「No.244／2009」に基づき、まず100ワットを超える白熱電球が2009年、75ワット以上が2010年に禁止。今後、完全禁
止まで段階的な環境指令が施行される予定。 
•またEUはGWP（地球温暖化係数）がすべての新車で150 以下とする規制を施行（新型車2011年～、継続生産車2017年～）  
各社は高いGWPを示すカーエアコン用冷媒の代替材料を開発。日米は同様の規制は無い。 
 

年 実施項目 

2009年 •すべての白色白熱電球、白色ハロゲンラ
ンプの禁止 
•100ワット以上の透明白熱電球の禁止 

2010年 •75ワット以上の透明白熱電球の禁止 

2011年 •60ワット以上の透明白熱電球の禁止 

2012年 •40ワットと25ワットの透明白熱電球の禁
止 

2016年 •省エネランプ、省エネハロゲンランプへの
完全移行 

省エネランプへの移行プロセス 

出典：「白熱電球販売禁止！ EUの家庭用ランプ事情」、松田雅央，Business Media 誠、ＥＣＯ誠,Itmedia社HP 
     「カーエアコン用冷媒について」一般社団法人 日本自動車工業会、2010年 

年 実施項目 

2006
～ 

EU指令発行：温暖化係数の高い冷媒
（GWP>150）の使用禁止（新型車2011年～
継続生産車2017年～）。 

2008 ハネウェルとデュポンが低GWP冷媒を共同
開発。 

2010 US GHG規制公表：高効率カーエアコン、低
漏れ（低温暖化冷媒含む）対策へのクレジッ
トが規定 

2011
～ 

EU指令（GWP150を越える冷媒使用禁 
止）新型車適用開始 

2017
～ 

EU指令継続生産車適用開始 

低GWP冷媒への移行プロセス 

低炭素消費の 
活性化 



グリーン投資銀行 

10 （出典） "Update on the design of the Green Investment Bank",HM Government 

•英国では、政府が掲げる2020年までのCO2排出量削減目標に対し、民間投資銀行等で構成された政府諮問委員会が国内
経済の低炭素化支援のためのグリーン投資銀行（Green Investment Bank）の創設を提言。 

•これを受け政府は、政府の経費削減や従来の低炭素向け公的資金の統合化によるファンドに民間からのファンドを加えた
Green Investment Bank創設を計画。 

•ミッションとしては、初期はグリーン・インフラ資産に焦点をあて、その後経済価値とグリーン価値の両立を目指し、民間資金
を取り込める仕組みを構築する。 

ＧＩＢの2020年までの３フェーズの発展イメージ Green Investment Bankの投資フレーム 

政府 民間 

評価の依頼 

経費削減による歳入 

風力発電、バイオマス、ＣＣＳ、
原子力、エネルギー伝送、ｽﾏｰ
ﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ・ｽﾏｰﾄﾒｰﾀ、再生可能熱

利用 

機関 
投資家 

Green Investment Bank 

個人 
投資家 銀行 

従来の低炭素向け公的
資金の統合化 

補助金、投融資 
投融資 

エネルギー 

エネルギー効率 
移送（鉄等車両、ＥＶ充電インフラ） 
廃棄物・水（廃棄物、水、洪水防止） 

その他 

GIBは：インキュベーション
フェーズ 

GIBは非借入・独立組織
として構成 

ファンド：0.775億ユーロ 

ファンド：2.225億ユーロ 

GIBは借入能力を持ち、
収益組織となる 

低炭素経営・ 
金融の浸透 



Triodos Bank （トリオドス銀行） 
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•トリオドス銀行は人類や環境に貢献する組織のみに投資・融資を行う銀行で、1980年に設立された。 
•オランダ、ベルギー、スペイン、英国およびドイツに支店を有し、年々取引額が拡大している。 
•対象とする分野は「自然・環境」、「文化・福祉」、「ソーシャルビジネス」など。 
•投融資が行われたプロジェクト等の情報が同銀行のホームページに掲載されている。 
•また、営業を行うにあたって排出されるCO2を100％オフセットするなど、徹底した環境配慮を謳っている。 

Triodos銀行の運用資産の推移（百万ユーロ） 

分野別融資先内訳 

Tridos銀行の投融資先 

ファイナンス及びマ
イクロファイナンス 

欧州における持続可能
な企業への融資 

低炭素経営・ 
金融の浸透 



  システムとして評価する仕組みの構築 

名称 主催団体 内容 

European 
Green Capital 

（ヨーロッパ環
境都市） 

欧州委員会 気候変動対策など11の項目を基準に評価し、優れた都市を表彰する制度。 
＜表彰都市＞ 
ストックホルム（2010年、スウェーデン）、ハンブルク（2011年、ドイツ）、ビトリア・ガ
ステイス（2012年、スペイン）、ナント（2013年フランス） 

Covenant of 
Mayors 
（市長誓約） 

欧州委員会 2009年に欧州400近くの都市が市長誓約に署名、EUのCO2排出量目標（ 2020年
までに20％削減）をさらに上回る削減を行うことを表明。  

Energy in 
Minds 

欧州委員会 欧州6都市が参加。建築部門の化石エネルギー・ＣＯ２排出を5年内に20－30％
削減する目的の事業を実施。 
＜参加都市＞ 
グライスドルフ（オーストリア）、ズリーン(チェコ共和国）、ネッカーズルム（ドイツ）、
ファルケンベリ(スウェーデン）、トリノ*（イタリア）、ゴルニ・グラード*（スロベニア）                  
*トリノとゴルニ・グラードはオブザーバ参加 

SESAC 
（先進都市の
持続可能なエ
ネルギーシス
テムの成功） 

各都市 欧州3都市が参加。環境とエネルギーの管理のためのフレームワークの開発を目
的。 
＜参加都市＞ 
ベクショー市（スウェーデン）、グルノーブル（フランス）、デルフト（オランダ） 

KIC 
InnoEnergy 

欧州工科大
学院(EIC) 

ＥＩＣが欧州の3つの最重要課題について組成した研究グループの１つ。欧州のエ
ネルギー分野の 36 の大学や企業が共同でエネルギーの開発。 

参考： 「世界は環境未来都市へ」水口哲、内閣府環境未来都市評価・調査検討会資料、2011 
Energy in Minds ホームページ 

低炭素技術・インフラ・ビジ
ネス開発のための 

人と場の創出 

低炭素経営・ 
金融の浸透 
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社会的投資（SI） 

13 

•社会的投資（SI）が最も進んでいる米国ではSI運用資産の総額が2兆7,110億ドルで、金融機関経由で運用されている金融資
産の11%を占める（2007年）。 
•欧州では1990年代に本格的に普及、2005年末の1兆330億ユーロから2007年末時点では2兆6,654億ユーロに伸びている。 
•日本は増加傾向にあるものの依然として小規模。資産残高は8,000億点程度。年金運用への組み込みの難しさや直接金融
市場の規模の小ささなどが原因。 

日本の公募SRＩ投信の純資産残高とファンド本数推移 米国のSRＩスクリーニング運用資産残高推移 

出典：「日本と世界のSRI市場」、NPO法人社会的責任投資フォーラム、2009 年 

低炭素経営・ 
金融の浸透 



欧州の社会的投資（SI） 

14 

公的年金・積立金 

企業年金基金 

宗教組織・チャリティ 

NGO・財団法人 

公共セクター・政府 

大学・研究機関 

保険会社・共済組合 

出典： Eurosif / European SRI Study 2010  

欧州におけるSRI運用額の機関投資家別内訳 イギリス フランス ドイツ 

ノルウェー ベルギー スウェーデン 

オーストリア イタリア 

2000 2001 2001 

2004 2004 2001 

2005 2005 

スペイン 

検討中 

年金におけるSRI規制を有する国 

•欧州におけるSI運用額の機関投資家別内訳をみると、6割以上が公的年金となっている。 
•この背景として、多くの国では年金制度にSI投資の規制を設けている。 
•スペインでは現在2002年の年金基金法にSI要件を導入しようとしているところとされる。 
•英国では、年金基金は投資先の選択等において、社会的・環境的・倫理的配慮がなされていれば、その程度等を投資方針と
して記載することが示されている。（必ずしもESGに配慮する必要はないが、説明責任が生じる） 

低炭素経営・ 
金融の浸透 



わが国のSI投資活性化の新たな動き 
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•2011年8月に日本労働組合総連合会は「労働組合のためのワーカーズキャピタル責任投資ガイドライン」を公表。 
•「ワーカーズキャピタル（年金基金等）の運用に際し、責任投資を実行することにより、社会的責任に配慮した企業行動及び
金融取引を促し、公正かつ持続可能な社会形成に貢献する」としている。 
•また責任投資を実行するにあたって投資判断に非財務的要素をクライテリアとして組み込むとしており、国際文書の遵守（気
候変動枠組条約を含む）も掲げられている。 
 

低炭素経営・ 
金融の浸透 



低炭素サプライチェーンマネジメント 
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•世界のSCMの趨勢は単なるサプライチェーン管理システムから最適化システムへ。 
•日本でもコマツ、花王などが関連会社、小売などを含めた全体最適化SCMシステムを構築。 
•World Economic Forumはこれにさらに低炭素社会の要素を入れた「 SUPPLY CHAIN DECARBONIZATION」を提言。 
 

Emissions Share per Logistics 
Activity 

The Nine Focus Areas in Supply Chain for Potential 
Emissions Reduction 

「Supply Chain Decarbonization」 World Economic Forum （2009） 
https://members.weforum.org/pdf/ip/SupplyChainDecarbonization.pdf 

低炭素経営・ 
金融の浸透 

https://members.weforum.org/pdf/ip/SupplyChainDecarbonization.pdf


スコープ3 
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• 温室効果ガス（GHG）算定・報告の世界的なガイドラインであるGHGプロトコルでは、企業の温室効果ガス排出の算定報
告の対象範囲についての基準を検討。 

• 最近では、直接排出（Scope1）やエネルギー利用による間接排出（Scope2）に加えて、関連する上・下流事業者の排出量
や製品・サービスの使用段階、従業員の通勤・出張なども含めた間接排出（Scope3）の報告基準が検討されているところ
である。 

• ドラフト段階ではサプライチェーン全体のGHGの80％以上を把握することを要求。 
• 同基準以外にもISO、英国環境・食糧・農村省（Defta）、フランス政府などが類似の基準策定に取り組んでおり、今後企業
はサプライチェーン全体での排出削減に取り組むことが求められる可能性がある。 

スコープ1、2、3の概念図 
出典： WRI/WBSCD「Scope 3 Accounting and Reporting Standard－Executive Summery－（Draft）」2009 

低炭素経営・ 
金融の浸透 



サプライチェーンの頑健性確保と競争力維持の両立 
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•わが国に人や技術、投資が集まる仕組みをつくるためには、日本のサプライチェーンの再構築に取り組む必要。ただし、サ
プライチェーンの頑健性を高めるにあたっては国際競争力の維持を前提とすべき。 

•供給安定性を確保するために、安易に在庫の積み増しや供給源の複数化を図るとコスト高を招き、競争力低下につながる
可能性。 

•タイで発生した大洪水などのように、自然災害は予測困難。生産拠点の海外移転は必ずしもサプライチェーンの頑健性確
保にはつながらない可能性。 
 
 
 
 

サプライチェーンの把握度向上 

製品・サービスの代替可能性の把握 

製品設計情報の移設可能性向上 

サプライチェーン
頑健性 

競争力確保 

アユタヤ県およびバンコク近郊の工業団地 

JETRO HP 

低炭素技術・インフラ・ビジ
ネス開発のための 

人と場の創出 



 類似経験を有する多くの環境先進都市 
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危機 

近隣の原子力計画(Whyl) 

チェルノブイリ原発事故(1986年) 

パラダイムシフト 

原子力から太陽エ
ネルギーへの転換 

結果 

•国際環境都市イメージの獲得 
•12,000の雇用創出（全体の3％） 
•2000の企業創出 
•6億5千万€の付加価値創出 
•エコツーリズム需要の創出 

•環境首都（1992年） 
•気候変動緩和首都（2010年） 
•EU City of the Year (2010年） 

フライブルグ 

企業城下町の崩壊 
（1社で6000人雇用の企業城下町 
巨大タンカー建造のコックムス社） 

•スウェーデン第三の都市へ 
•およそ30％の電力が再生可能エネ
ルギー起源 
 

•UN Habitat Scroll of Honour Award
（2009年） 
•環境首都候補都市（2012年） 
 

マルメ 危機 パラダイムシフト 結果 

斜陽の工業都市か
ら知識産業都市へ

の転換 

参考： 「世界は環境未来都市へ」水口哲、内閣府環境未来都市評価・調査検討会資料、2011 

低炭素技術・インフラ・ビジ
ネス開発のための 

人と場の創出 

低炭素技術の 
戦略的国際展開 
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・スウェーデンで共生（Symbiosis）をキーワードにシンビオシティ（Symbio City）と名付けた街づくり
計画。 
・７つのビジネスエリアにおいて、ストックホルムを中心に周辺都市で数百社の企業が関わって実施。 
・国内のみならず、海外への展開も想定。 
 

Symbio City 

ストックホルム： 
１．2015年までに温暖化ガス－25％、50年に“差し引きゼロ”の目標 
２．旧工業地区を低炭素・高級住宅街に、国内外の広告塔に 
３．低炭素街のシステム手法を海外輸出 
４．“３つ”の次世代インフラづくりで雇用創出 ストックホルム 

・人口８０万人 
・スウェーデンの首都 
・初代「EUグリーン首都」 
受賞 
・斜陽の工業都市から 
知識産業都市へ 

参考： 「世界は環境未来都市へ」水口哲、内閣府環境未来都市評価・調査検討会資料、2011 

低炭素技術・インフラ・ビジ
ネス開発のための 

人と場の創出 

低炭素技術の 
戦略的国際展開 



WIPO-Green 
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•日本知的財産協会では、世界知財所有権機関（WIPO）を通じて環境技術移転のための新プラットフォームを提案。 

•グローバルに知財・技術情報を公開することにより、ビジネスチャンスが拡大するとともにグローバルなニーズ情報へのア
クセス改善などをメリットに掲げている。 
 

（出典） OECD/EEA HP （ http://www2.oecd.org/ecoinst/queries/index.htm ）、環境省 HP「地球温暖化対策のための」について（FAQ） 

低炭素技術の 
戦略的国際展開 



  国際貿易ルール変更への積極的働きかけ 
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•WTOでは環境物品・サービスの関税引き下げに向けた議論が展開されている。JETROの世界貿易投資報告2011年版によ

ると、加盟国の間で環境配慮型製品や環境負荷の小さい製品については関税を一律引き下げ、撤廃することを目指してい
るとされる。 
•再生可能エネルギーや環境対応自動車の開発などでは、多くの国で補助金等が出されている。日本も2011年7月にカナダ

のオンタリオ州政府が実施する固定価格買取制度に対して、ＷＴＯ補助金協定上の禁止補助金に該当すると主張し、ＷＴＯ
紛争解決パネルが設置された。 

事件名 対象国 紛争概要 現状 

オンタリオ州電力買取制度
（2010） 

非申立国：カナダ 
申立国：日本 

オンタリオ州の電力固定買取制度への参入条件として
の、同州内での材料調達などの付加価値要求は国産
品優先しよう補助金に該当すると日本が主張 

パネル設置 

中国風力発電設備 
（2010) 

非申立国：中国 
申立国：米国 
 

中国政府が国内で風力発電装置を設置する企業に供
与する優遇措置は、国産品優先しように付随する補助
金であると米国が主張。2011年6月中国は是正を約束。 

二国間協議で終
了見込み 

（出典） ジェトロ世界貿易投資報告 2011年版 総論編 概要 

低炭素技術の 
戦略的国際展開 
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２．業種別動向の整理 
  



24 

農林

水産

食料品

紙パルプ
化学

鉄鋼 窯業土石

482 467 459
419

444 437 397 392 380 437 431 361 352 335

0

100

200

300

400

500

19
90

年

20
00

年

20
05

年

20
08

年

技
術

固
定

参
照

▲
15

%

▲
20

%

▲
25

%

技
術

固
定

参
照

対
策

下
位

対
策

中
位

対
策

上
位C

O
2排

出
量

(百
万

tC
O

2)

非鉄金属

電気機械
その他

産業部門では 、エネルギー多消費産業における世界最先端の技術

（BAT）の導入、高効率の業種横断技術の導入、燃料のガス転換などにより、 （技術固定

ケースからの削減割合）。うち、電力排出係数の変化によって6～8％削減、製造プロセスの省エネ・代エネによって5～
6％削減。 

  ：農林水産機器の燃費改善 等 
  ：次世代コークス炉 1基 → 6基 等 
  ：廃熱発電 77%→ 88% 等 
  ：エチレンクラッカーの省エネプロセス技術 15万kL 等 
  ：高性能古紙パルプ製造装置 17%→71% 等 
  ：省エネ量 130万kL 
  ：インバータ普及率24% → 24～38% 等 

：省エネ量 40万kL 
：省エネ量 41万kL 
：ハイブリッド建機 0%→20%（販売ベース） 
：燃料に占めるガス比率 10% → 15～18% 
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注）図中の「電力排出係数の変化による効果」と「産業部門における対策の効果」として記載している削減率（％）は2020年又は2030年 
  における「技術固定ケース」からの削減率。 

 昨年度ロードマップにおける産業部門の推計 
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• 業種別のCO2排出量をみると、特定の業種に偏る傾向。全体の４割を占める鉄鋼をはじめ、窯業・土石、
化学、製紙・パルプといった素材産業が６割以上を占める。 

• エネルギー消費原単位をみると、多くの業界で90年代以降その伸びは鈍化している。 
• 以上からＷＧでは、特にCO2排出量の多い素材４業種と、その他の製造業のなかでもGDP比率が高い電
気・機械を取り上げ、各業界の実態を調査した。 

業種別CO2 排出量 

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、日本エネルギー経済研究所「エネルギー経済統計要覧」により作成。業種別CO2 排出量は間接排出方式によるもの。 

業種別エネルギー消費原単位の推移  
（1990=1.00） 


